
事業№
推進
施策

条例の
条数

再掲 事業 事業概要 平成２６年度実施状況
平成26年度
の達成度

平成２7年度実施状況
平成27年度の
達成度 平成２8年度実施状況

平成2８年度
の達成度 3年間の成果と課題

３年間の自己評
価

平成２８年度の
所管局

平成２８年度の
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55 (５) ⑦

　国籍や文化の違い
等により差別や不利
益を受けることがな
いよう、やさしい日
本語による情報発信
を行うほか、外国人
母子保健サービス支
援等を行うよう努め
ます。

１６条 外国人市民施策事業

　川崎市多文化共生社会推進指針に基づ
き、外国人市民に関わる施策等を体系的
かつ総合的に推進し、国籍や文化の違い
等により差別や不利益をうけることがな
いように努める。また、施策の進捗状況
調査を定期的に実施し、施策の検証・評
価を行う。

　多文化共生社会推進指針に基づく各所管課の
施策の実施状況調査を行うとともに、川崎市多
文化共生施策検討委員会により施策の進行状況
について評価を行った。

3

　多文化共生社会推進指針に基づく各所管課の
施策の実施状況調査及び検証・評価を行うとと
もに、多文化共生施策検討委員会によるこれま
での施策の検証内容を踏まえて指針の改定を
行った。

3

　多文化共生社会推進指針に基づく各所管課の施策の実施
状況調査を行うとともに、川崎市人権施策推進協議会多文
化共生社会推進指針に関する部会により施策の進行状況に
ついて評価を行った。

3

■成果：国籍や文化の違い等により差別や不利益をうけることがな
いよう川崎市多文化共生社会推進指針に基づき、外国人市民に関わ
る施策等を体系的かつ総合的に推進した。

■「子どもの権利」に関連して：すべての子どもの学習権を保障
し、社会における少数の立場の人（マイノリティ）の文化を尊重す
るとともに、自立と相互理解が図られる教育を推進するため、多文
化共生教育の推進を指針の施策推進の基本方向に位置づけ、施策を
推進している。

■課題：引き続き、多文化共生社会推進指針に基づく各所管課の施
策の実施状況調査及び検証・評価を行う。

C 市民文化局 人権・男女共同参画室

56

多文化・多言語を配慮
した情報提供（こども
文化センター・わくわ
くプラザ）

　こども文化センターやわくわくプラザ
における外国人保護者への情報提供にあ
たっては、内容が正確に伝わるよう、や
さしい日本語等を用いて工夫する。

　市が作成する案内等についてやさしい日本語
等を用いた。また、指定管理者等に対してもや
さしい日本語等を用いるよう指導を行った。

3
　市が作成する案内等についてやさしい日本語
等を用いた。また、指定管理者等に対してもや
さしい日本語等を用いるよう指導を行った。

3
　市が作成する案内等についてやさしい日本語等
を用いた。また、指定管理者等に対してもやさし
い日本語等を用いるよう指導を行った。

3

■成果：やさしい日本語等による案内で、外国人利用者にも情報を
適切に伝えることができた。

■「子どもの権利」に関連して：情報を適切に伝えることにより、
子どもの権利の尊重に寄与している。

■課題：引き続き、情報を適切に伝え、国や文化が異なっても子ど
もの権利が守られるよう対応していく必要がある。

C こども未来局 青少年支援室

57
在日外国人母子保健
サービス支援事業

　外国籍の母子が日本人母子と同様に
サービスが受けられ、安心して育児がで
きるように、外国語版母子健康手帳の配
布、通訳ボランティアの派遣、外国籍親
子育児教室を実施している。

　外国籍親子育児教室を川崎区で年６回実施
し、（延参加数27組５2名）5か国の母子が参
加した。また、各区児童家庭課、健康福祉ス
テーションにおいて外国語版母子健康手帳を副
読本として、必要な外国籍妊婦に配布した。母
子保健事業参加時、必要な母子には通訳ボラン
ティア派遣を実施した。

3

　外国籍親子育児教室を川崎区で実施した。ま
た、各区児童家庭課、健康福祉ステーションに
おいて外国語版母子健康手帳を副読本として、
必要な外国籍妊婦に配布した。

3
外国籍親子育児教室を川崎区で実施した。また、各区児童
家庭課、健康福祉ステーションにおいて外国語版母子健康
手帳を副読本として、必要な外国籍妊婦に配布した。

3

■成果：外国籍の母子が日本人母子と同様にサービスが受けられ、
安心して育児ができるように、外国語版母子健康手帳の配布、通訳
ボランティアの派遣、外国籍親子育児教室を実施した。

■「子どもの権利」に関連して：本事業により国籍に関係なくサー
ビスや支援を受けることができ、安心して育児ができる環境整備に
貢献した。

■課題：母子保健サービスに関する印刷物の外国語版を整備してい
く必要がある。

C こども未来局
区役所

こども保健福祉課
地域みまもり支援センター
地域支援担当

58
多文化・多言語に配慮
した情報提供（保育
園）

　保護者向けのたよりにルビを振るほ
か、日本語を読むことが困難な保護者に
対しては、個別に説明することにより、
外国籍等の保護者に対して、必要な情報
の提供を行う。

　保育園だより等にルビを振るとともに、日本
語を読むことができない保護者に対しては個別
に説明を行った。
　保育士と保護者間で使用する連絡ノートを平
仮名やローマ字で記載した。
　保育説明会等で通訳ボランティア等が同席を
した。

3

　保育園だより等にルビを振ることや、日本語
を読むことができない保護者に対しては個別に
説明を行うなどし、外国籍等の保護者に対する
情報提供の工夫に努めた。
　この他、保護者との連絡ノートを平仮名や
ローマ字で記載するなど、日頃の取組みを推進
した。
　保育説明会等では通訳ボランティアを配置し
た。

3

　保育園だより等にルビを振ることややさしい日本語で表
記し、読みやすくなるように工夫した。また、日本語を読
むことができない保護者に対しては個別に説明を行うなど
し、外国籍等の保護者に対する情報提供の工夫に努めた。
　この他、保護者との連絡ノートを平仮名やローマ字で記
載するなど、日頃の取組みを推進した。

3

■成果：日本語を母語としない保護者への適切な対応と情報提供を
行った。

■「子どもの権利」に関連して：一人一人丁寧に対応することで、
安心して保育園に通えるようになり、保護者支援につながってい
る。

■課題：引き続き多言語及びやさしい日本語による広報の充実促進
していく必要がある。

C こども未来局 運営管理課

59
川崎区通訳及び翻訳バ
ンク事業

　日本語に不慣れな子どもや保護者のた
めに、子ども支援関係機関において通訳
や翻訳の必要が生じた場合に、地域の人
材を活用して通訳の派遣や翻訳を行い、
子どもや保護者が孤立することを防止す
る。

　学校、保育園、幼稚園等の子ども支援機関か
らの申請による通訳及び翻訳を合計１００件実
施し、日本語に不慣れな子どもや保護者を支援
した。

3

　こども支援機関からの申請により、通訳及び
翻訳を１２０件実施し、日本語に不慣れな子ど
もや保護者を支援し、子どもや保護者が孤立の
防止に努めた。

3
　こども支援機関からの申請により、通訳及び翻訳を１６
０件実施し、日本語に不慣れな子どもや保護者を支援し、
子どもや保護者の孤立を防止することができた。

3

■成果：通訳及び翻訳バンク事業を継続して実施することで、日本
語が不慣れな子どもや、その保護者の育児支援を行い孤立を防止す
ることができた。

■「子どもの権利」に関連して：日本語に不慣れな子どもが孤立し
ないよう、一人ひとりに適した対応を行った他、保護者の支援を
行った。

■課題：年々増加する利用件数に対し、関係機関との情報共有や対
応策の検討を行うことが必要である。

C 川崎区役所
地域みまもり支援センター
地域ケア推進担当

60
外国籍等子ども学習支
援事業

　外国籍等の児童・生徒に対して学校の
要請に基づき授業や放課後の中で個別指
導を行い、長期休業（夏休み等）時は麻
生区内の公共施設で区内の希望者を対象
とした集団指導を行うなど、学習が遅れ
がちな外国籍等の児童・生徒に対する学
習支援を行う。

　平成26年度については小学生10名、中学生
1名の学習支援を行い、長期休業中には希望者
及びその保護者を交えた支援を行った。また支
援員の新規募集に応じて6名の方が新たに支援
員として登録を行った。

3

　平成27年度については小学生7名、中学生2
名の学習支援を行い、長期休業中には希望者及
びその保護者を交えた支援を行った。また支援
の必要な児童・生徒及び地域支援のため、長期
休業中（夏休み等）の集中支援を行った。

3

 平成２８年度については小学生10名、中学生2名の学習支
援を、それぞれの通学している学校に出向いて実施した。
また、長期休業中（夏休み等）には希望者及びその保護者
を交えた支援を行った。

3

■成果：支援を実施する前は授業での日本語の意味や言葉の内容に
戸惑いがあったが、支援を実施したことにより日本語での読み書き
や内容の理解・把握をすることができるようになった。

■「子どもの権利」に関連して：条例の理念及び７つの子どもの権
利を把握確認して、支援を実施した。

■課題：今後学校側からの支援の要請に対して、関係機関と引続き
連携を強化して、学習支援活動の効率化を図っていくことが必要で
ある。

C 麻生区役所
地域みまもり支援センター
学校・地域連携担当

61
多文化・多言語に配慮
した情報提供（学校）

　市内全校種の学校で、学校便りを始め
とする家庭向けの印刷物にルビをふるこ
とができるようさまざまな研修の場で促
し、言語による不利益を受けることがな
いよう努める。

　きめ細やかな指導の一つとして、ルビふりに
ついての呼びかけを、全市合同校長会議等で周
知した。また、小学校へ就学する外国籍の家庭
に、学校制度の説明や就学にかかわる手続き等
の説明を掲載した「外国人保護者用就学ハンド
ブック」（７ヵ国版）を送付した。

3

　きめ細やかな指導の一つとして、ルビふりに
ついての呼びかけを、全市合同校長会議等で周
知した。また、外国人保護者用お知らせ文を多
言語化し、教員用公務用ＰＣからダウロードで
きるよう工夫をした。小学校へ就学する外国籍
の家庭に、学校制度の説明や就学にかかわる手
続き等の説明を掲載した「外国人保護者用就学
ハンドブック」（７ヵ国版）を送付した。

3

　きめ細やかな指導の一つとして、ルビふりについての呼
びかけを、全市合同校長会議等で周知した。また、外国人
保護者用お知らせ文を多言語化し、教員用公務用ＰＣから
ダウロードできるよう工夫をした。小学校へ就学する外国
籍の家庭に、学校制度の説明や就学にかかわる手続き等の
説明を掲載した「外国人保護者用就学ハンドブック」
（７ヵ国版）を送付した。

3

■成果：小学校へ就学する外国籍の家庭に、学校制度の説明や就学
にかかわる手続き等の説明を掲載した「外国人保護者用就学ハンド
ブック」（７ヵ国版）を送付したことにより、きめ細かい支援を図
ることができた。

■「子どもの権利」に関連して：ハンドブックを配付したことによ
り、外国人保護者に対して、子どもの権利の周知を図ることができ
た。

■課題：多言語の翻訳文書の種類を増やして作成し、研修等を通し
て資料の周知と活用を促す必要がある。

C 教育委員会事務局 人権・共生教育担当

62
日本語指導等協力者の
派遣事業

　日本語指導の必要な帰国・外国人児童
生徒に日本語指導等協力者を派遣する。

　日本語指導が必要な児童生徒のために、初期
の日本語習得及び学校生活への適応などの支援
をするためにそれぞれの学校に週2回、1回２時
間の指導を７２回（約９カ月）実施した。新規
派遣件数は16５名である。また、各区教育担当
と連携をしており、各区教育担当が9名の相談
を行った。

3

　日本語指導が必要な児童生徒のために、初期
の日本語習得及び学校生活への適応などの支援
をするためにそれぞれの学校に週2回、1回２時
間の指導を７２回（約９カ月）実施した。新規
派遣件数は1７９名である。また、各区教育担
当と連携をしており、各区教育担当が２１名の
相談を行った。

3

　日本語指導が必要な児童生徒のために、初期の日本語習
得及び学校生活への適応などの支援をするためにそれぞれ
の学校に週2回、1回２時間の指導を６６回（約９カ月）実
施した。新規派遣件数は２１５名である。また、各区教育
担当と連携をしており、各区教育担当が２３名の相談を
行った。

3

■成果：各区教育担当とも連携し、より多くの教育相談を実施でき
た。また、連動して日本語指導等協力者の派遣を行うことができ
た。

■「子どもの権利」に関連して：児童生徒の母語が話せる日本語指
導等協力者を派遣することにより、子どもたちの文化的背景にも配
慮した適応指導や日本語の指導を行うことができた。

■課題：日本語指導が必要な児童生徒の急激な増加により、児童生
徒一人に対して計画していた派遣回数が、少なくなった。今後も派
遣回数を確保することや、日本語指導等協力者の指導力の向上を
図っていくことが必要となる。

C 教育委員会事務局
総合教育センター
カリキュラムセンター

63 ⑧

　性別による差別や
不利益を受けること
がないよう、男女共
同参画に関する学習
や思春期精神保健相
談等の各種相談事業
により子どもに対し
て必要な支援を行う
よう努めます。

性的マイノリティ人権
関連事業

　性同一性障害をはじめとする性的マイ
ノリティについて人権意識の普及活動を
推進する。また、こども本部こども家庭
センター、健康福祉局精神保健福祉セン
ター、教育委員会教育相談センター等の
性同一性障害に関わる相談機関との連
絡・調整を行う。

　性同一性障害への対応に係る庁内関係機関会
議を開催するなど、情報共有と施策の調整を
図った。また、市政だよりや地域情報誌への記
事掲載、人権啓発パンフレットの作成・配布、
人権フェアやアゼリア広報コーナーでの展示な
ど、人権意識の普及を進めた。

3

　性的マイノリティ専門部会を設置し、（１）
相談への対応等についての情報共有、（２）当
事者へのヒアリング、（３）市民、事業者、職
員等を対象とした講演会（参加者１５１名）、
（４）関係団体へのヒアリング（2回）、の計
５回開催した。また、当事者のインタビュー記
事を地域情報誌に３回掲載したほか、子どもの
権利の日のつどいや人権フェアなど子どもの参
加する行事でのパネル展示等を行い、人権意識
の普及を進めた。

3

【庁内関係】性的マイノリティ専門部会を年４回開催し、
関係部門間での情報共有を図った。「性的マイノリティと
人権」をテーマとした職員向け人権研修を開催し約100人
が出席した。９都県市首脳会議において「LGBT配慮促進
検討会」が設置され、９都県市で連携した対応を検討する
ことになった。
【市民向け】「夏休み！ピープルデザインシネマ2016」
を開催し、性的マイノリティに関する映画上映会及びトー
クショーを行い約250人が参加した。「かわさき人権フェ
ア」において「性的マイノリティと人権」をテーマとした
トークショーを開催したほか、関連パネル展示を行い、全
日程で約2,000人が参加した。「川崎大師スプリングフェ
スティバル」及び「川崎みなと祭り」において人権PRブー
スを初めて出展し、性同一性障害相談窓口等に関するパネ
ル展示等を行った。
【28年度課題関係】ホームページの性同一性障害相談窓口
に関するページを一部改編し、無料相談を受け付けている
NPO法人等とのリンクを３件設定した。上記、市民向け取
組の実施に際し、各種団体と連携を図り、案内パンフレッ
ト等の提供を受け、会場に配架するなどの対応を行い、適
宜情報共有を図る関係を結ぶことができた。

2

■成果：各種イベントにおいて、性的マイノリティをテーマとした
取組を行うことができ、市民の意識普及に寄与した。また、ホーム
ページへのリンクをはじめ、関係団体との連携が深まった。

■「子どもの権利」に関連して：中学生、高校生へのPRをねらって
「夏休み！ピープルデザインシネマ２０１６」を夏休み期間の平日
昼間に開催したが、さらなる参加促進策が必要と考える。

■課題：必要な子どもに必要な情報が届くような発信の工夫やさら
なる関係団体との連携が課題である。

B 市民文化局 人権・男女共同参画室

64
男女平等教育参考資料
の作成

　男女平等教育の参考となる冊子等を作
成・配布し、学校教育における男女共同
参画に関する教育を推進する。

　男女平等教育参考資料「自分らしくかがや
く」を作成し、市内小学生を対象に14,000部
配布した。あわせて教員用に「活用の手引き」
を配布し、学校教育における男女平等の推進に
実践の視点等の周知に努めた。

3

　男女平等教育参考資料「自分らしくかがや
く」を作成し、市内小学３年生を対象に
13,500部配布した。あわせて教員用に「活用
の手引き」を配布し、学校教育における男女平
等の推進に実践の視点等の周知に努めた。

3

　男女平等教育参考資料「自分らしくかがやく」を作成
し、市内小学３年生を対象に14,200部配布した。あわせて
教員用に「活用の手引き」を配布し、学校教育における男
女平等の推進に実践の視点等の周知に努めた。

3

■成果：アンケートの結果から、性別役割分担意識が固定化する前
に、性別にとわられることなく生き方の選択ができることをイラス
トを用いて啓発できたことは一定の効果があったと考える。

■「子どもの権利」に関連して：教員用手引きに「子どもの権利に
関する条例」等の人権施策に係る解説を掲載した。

■課題：成果の一方、小学３年生には男女平等の理解が難しい、他
の副読本と内容が重複するとの意見もあり、掲載内容について,さら
にアンケートを通じて利用者である教員の意見を把握する必要があ
る。

C 市民文化局 人権・男女共同参画室

〔第４次川崎市子どもの権利に関する行動計画〕

平成２８年度実施状況　及び　３年間の自己評価

施策の方向Ⅱ　個別の支援（第２章）

具体的な取組

施策の方向Ⅱ　55～104

各年度達成度＝１：目標を大きく上回って達成　　２：目標を上回って達成　　３：目標をほぼ達成　　４：目標を下回った　　５：目標を大きく下回った
3年間の自己評価＝Ａ：目標を大きく上回って達成　Ｂ：目標を上回って達成　Ｃ：目標をほぼ達成　Ｄ：目標を下回った　Ｅ：事業が廃止66 67
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平成２８年度実施状況　及び　３年間の自己評価

施策の方向Ⅱ　個別の支援（第２章）

具体的な取組

施策の方向Ⅱ　55～104

65 (５) ⑧

　性別による差別や
不利益を受けること
がないよう、男女共
同参画に関する学習
や思春期精神保健相
談等の各種相談事業
により子どもに対し
て必要な支援を行う
よう努めます。

１６条
120
350 思春期保健相談

　各区保健福祉センターにおいて、思春
期の男女及びその保護者を対象に思春期
特有の心やからだ、性に関することや性
感染症等に対し個別相談を行う。また、
集団指導により正しい知識の普及・啓発
を図る。

　保健福祉センターにおいて学校保健と連携し
ながら、性を含めた心や身体の健康について集
団指導による健康教育を実施し、面接や電話に
よる個別相談を随時実施した。
　また高校、中学校、児童福祉施設（入所中の
中高生）にて、講師を招き健全なパートナー
シップの構築と性感染症の予防について講演会
を実施した。

3

　保健福祉センターにおいて学校保健と連携し
ながら、性を含めた心や身体の健康について集
団指導による健康教育を実施し、面接や電話に
よる個別相談を随時実施した。
　また高校、中学校、児童福祉施設（入所中の
中高生）にて、講師を招き健全なパートナー
シップの構築と性感染症の予防について講演会
を実施した。

3

保健福祉センターにおいて学校保健と連携しながら、性を
含めた心や身体の健康について集団指導による健康教育を
実施し、面接や電話による個別相談を随時実施した。
　また高校、中学校、児童福祉施設（入所中の中高生）に
て、講師を招き健全なパートナーシップの構築と性感染症
の予防について講演会を実施した。

3

■成果：各区保健福祉センターにおいて、思春期の男女及びその保
護者を対象に思春期特有の心やからだ、性に関することや性感染症
等に対し個別相談を実施した。
また、学校保健と連携しながら集団指導により正しい知識の普及・
啓発を実施した。

■「子どもの権利」に関連して：正しい知識の普及・啓発の実施及
び個別相談の実施により、自分を守り守られる権利保障が推進され
た。

■課題：今後も各区における電話・面接での相談の周知を図るとと
もに、集団健康教育を効果的に実施していくことで、保健福祉セン
ターが思春期の心や体、性に関して相談できる場だということを生
徒に向けて周知し、性に関する正しい知識の普及を図る必要があ
る。
　また、集団指導においては引き続き実施する対象に合わせ、効果
的な集団指導となるよう、学校・施設や講師との調整を綿密に行い
実施する必要がある。

C こども未来局
区役所

こども保健福祉課
地域みまもり支援センター
地域支援担当

66 129 思春期精神保健相談

　電話相談を中心に、家族向けのセミ
ナーも行うなど、思春期の精神保健に関
する相談への対応を行う。また、思春期
精神保健相談の一環として、事例検討を
通して関係機関支援・連携を図る。

　思春期精神保健相談については、電話相談を
中心に実施し、家族向けセミナーを年３回実施
した。相談の一環として実施した事例検討会を
年６回実施した。

3

　思春期精神保健相談については、電話相談を
中心に実施。家族向けセミナーを年３期、4～
６回シリーズで実施した。相談の一環として、
事例検討会を年6回実施。教育関係や民間機関
などの参加が増加。また、思春期相談従事者学
習会を年2回実施。関係機関との連携を図っ
た。

3

思春期の精神保健相談を電話相談中心に通年実施。子ども
の必要に応じて特別な支援を受ける権利、相談できる権利
を保障し、子どもの精神保健福祉に寄与した。また、「家
族向けセミナー」を連続4回講座およびフォロー講座の2
セット実施、児童精神科医による事例検討会の年6回実施、
思春期相談従事者学習会を1回実施した。

3

■成果：精神保健相談への対応に加え、児童精神科医による事例検
討会等を開催し、多分野を横断する連携の強化を図った。

■「子どもの権利」に関連して：安心して生きる権利、子どもの必
要に応じて特別な支援を受ける権利の保障として、精神保健に関す
る相談に対応した。

■課題：子どもの個別的要因だけではなく、家族的・社会的要因へ
の視点が必要であるため、一層の多機関連携の強化に努める。

C 健康福祉局 精神保健福祉センター

67
性同一性障害などに悩
む児童生徒への対応

　性同一性障害等の人権課題に対して正
しい理解が得られるよう教職員の研修を
進める。また、性同一性障害などに悩む
児童生徒への対応に向けた学校への支援
を図る。

　管理職研修、10年経験者研修を通して性同一
性障害の理解を図った。また、実際に事案の発
生した学校の相談を受け、関係機関との連携を
図り対応した。

3

　管理職研修、10年経験者研修を通して性同一
性障害の理解を図った。また、実際に事案の発
生した学校の相談を受け、関係機関との連携を
図り職員研修やケース会議等に参加し対応し
た。

3

　管理職研修、人権尊重教育推進担当者研修を通して、性
同一性障害の理解を図った。また、実際に事案の発生した
学校の相談を受け、関係機関との連携を図り職員研修や
ケース会議等に参加し対応した。

3

■成果：管理職研修、人権尊重教育推進担当者研修を通して、性同
一性障害の理解を図ることができた。

■「子どもの権利」に関連して：9条の子どもの大切な権利と関連
図けて、研修を行い理解を深めるようにした。

■課題：教職員の理解を図るため、研修を充実させる必要がある。
また、児童生徒への対応支援のため、引き続き関係機関との連携を
図る必要がある。

C 教育委員会事務局 人権・共生教育担当

68 ⑨ 231
わくわくプラザ事業
(障害児対応）

　わくわくプラザをバリアフリー化し、
障害のある子どもが活動しやすくなるよ
う環境整備を進めるともに、学校の連携
を図り、子ども同士の交流を促進する。

　学校や地域と連携を図り、児童にとって利用
しやすく過ごしやすい施設にするとともに、障
害のある子どもへの適切な対応を行った。菅小
学校わくわくプラザの移設により、１つを除く
全てのわくわくプラザが低層階へ設置されるこ
ととなった。

3
　学校や地域と連携を図り、児童にとって利用
しやすく過ごしやすい施設にするとともに、障
害のある子どもへの適切な対応を行った。

3
　学校や地域と連携を図り、児童にとって利用しやすく過
ごしやすい施設にするとともに、障害のある子どもへの支
援を適切に行った。

3

■成果：必要な支援を適切に行うことにより、過ごしやすい環境を
提供した。

■「子どもの権利」に関連して：必要な支援を適切に行うことによ
り、子どもの権利の尊重に寄与している。

■課題：引き続き必要な支援を適切に行い、子どもの権利が守られ
るよう対応していく必要がある。

C こども未来局 青少年支援室

69
障害児施設の設置・運
営

 　障害特性に応じた療育等の支援ができ
る南・中・北・西部地域療育センター、
中央療育センター、ソレイユ川崎などの
施設を設置・運営する。

　障害児施設における障害特性に応じた療育等
の支援を実施した。障害児の処遇向上、施設運
営の健全化を図るための障害児施設給付費、措
置費、処遇改善費を支出した。

3

　障害児施設における障害特性に応じた療育等
の支援を実施した。障害児の処遇向上、施設運
営の健全化を図るための障害児施設給付費、措
置費、処遇改善費を支出した。

3
　障害児施設における障害特性に応じた療育等の支援を実
施した。障害児の処遇向上、施設運営の健全化を図るため
の障害児施設給付費、措置費、処遇改善費を支出した。

3

■成果：施設で生活している障害を持った子どもが豊かな地域生活
を送れるよう支援を行った。

■「子どもの権利」に関連して：障害を持った子どもの状況に応じ
て、ふさわしいサービスを提供した。

■課題：利用実績の伸びに応じた増額が必要となる。

C 健康福祉局 障害計画課

70

地域での生活を支援す
るための障害福祉サー
ビス（放課後活動等支
援）

　放課後や長期休 暇業中（夏休み等）に
障害のある中高生を預かり、集団活動を
通して社会に適応する日常的な訓練を行
い、子どもの社会参加の支援を行う。

　障害のある中高生の放課後や長期休暇中にお
ける余暇活動の支援を行うことを目的としたタ
イムケアモデル事業を子ども文化センターや特
別支援学校など13か所で実施した、また、小中
学校並びに高校生を対象として放課後等デイ
サービス事業を４１か所で実施した。

3

　障害のある中高生の放課後や長期休暇中にお
ける余暇活動の支援を行うことを目的としたタ
イムケアモデル事業をこども文化センターや特
別支援学校など１２か所で実施した。また、小
中学校並びに高校生を対象として放課後等デイ
サービス事業を７４か所で実施した。

3

　障害のある中高生の放課後や長期休暇中における余暇活
動の支援を行うことを目的としたタイムケアモデル事業を
こども文化センターや特別支援学校など11か所で実施し
た。また、小中学校並びに高校生を対象として放課後等デ
イサービス事業を103か所で実施した。

3

■成果：放課後等デイサービス事業所数が３年間で６２か所増加し
た。

■「子どもの権利」に関連して：生活能力向上のための訓練、社会
との交流促進を目的とした支援が個人の特性に応じて行われた。

■課題：重度の障害児を受け入れる事業所の指定を行ったが、十分
に足りているとは言い難いため、対応可能な事業所を更に拡充する
必要がある。

C 健康福祉局 障害計画課

71
発達障害者支援セン
ター事業

　自閉症や学習障害等、既存の機関で対
応できない発達障害児者やその家族、発
達障害児者を支援する関係職員のための
専門相談や関係機関との特別支援連携協
議会を開催し、情報交換を行う。

　発達障害者支援センターの運営においては、
延べ約4,000件の相談があった。また、発達相
談支援コーディネーター養成研修は全6回開催
し、120人が修了した。

3

　センターの体制強化と相談支援等の拡充に対
応するため、国の要綱に基づく発達障害者地域
支援マネージャーを１名配置して、支援体制の
強化を図った。また、発達相談支援コーディ
ネーター養成研修を全６回開催し、１１９人が
修了した。

3

　センターの体制強化と相談支援等の拡充に対応するた
め、国の要綱に基づく発達障害者地域支援マネージャーを
さらに追加で１名配置して、支援体制の強化を図った。ま
た、発達相談支援コーディネーター養成研修を全６回開催
し、１２４人が修了した。

3

■成果：センターの支援体制強化として、発達障害者地域支援マ
ネージャーを２名配置して、相談対応や関係機関との連携を図っ
た。

■「子どもの権利」に関連して：社会福祉士等が本人や家族等から
の相談に応じ、適切な指導や助言を行うことにより、安心して地域
生活を送れるように支援した。

■課題：発達障害の社会的な認知が広まったことにより、対象者や
相談件数が増加しており、引き続き、相談体制の強化や研修等の普
及啓発に努める。

C 健康福祉局 障害計画課

72 200 ちびっこ健康教室

　集団での親子遊びや保護者同士の交
流、学習等を通じて、幼児の健全な発育
発達を促すような働きかけを行い養育を
支援する。

　臨床心理士の発達に関する講話、言語聴覚士
の言葉に関する講話、体育指導員、保育士によ
る親子体操や遊びを通して幼児の健全な発育発
達を促す事業等を展開し必要に応じて他事業と
も連携させながら継続的に支援を実施した。同
年代の幼児と遊ぶ良い機会になっており、保護
者からも好評であった。

3

　臨床心理士の発達に関する講話、言語聴覚士
の言葉に関する講話、体育指導員、保育士によ
る親子体操や遊びを通して幼児の健全な発育発
達を促す事業等を展開し必要に応じて他事業と
も連携させながら継続的に支援を実施した。同
年代の幼児と遊ぶ良い機会になっており、保護
者からも好評であった。

3

臨床心理士の発達に関する講話、言語聴覚士の言葉に関す
る講話、体育指導員、保育士による親子体操や遊びを通し
て幼児の健全な発育発達を促す事業等を展開し必要に応じ
て他事業とも連携させながら継続的に支援を実施した。同
年代の幼児と遊ぶ良い機会になっており、保護者からも好
評であった。

3

■成果：臨床心理士の発達に関する講話、言語聴覚士の言葉に関す
る講話、体育指導員、保育士による親子体操や遊びを通して幼児の
健全な発育発達を促す事業等を展開し必要に応じて他事業とも連携
させながら継続的に支援を実施した。

■「子どもの権利」に関連して：本事業により、幼児の健全な発育
発達に関して推進され、安心して育児ができる環境整備に貢献し
た。

■課題：発育発達に不安を持つ親子が増えていることや対象年齢の
幅が広がってきているため、参加対象、内容について検討しつつ、
今後も遊びや食生活、生活リズム等の大切さを体験学習するちびっ
こ健康教室の充実を図っていく必要がある。

C こども未来局
区役所

こども保健福祉課
地域みまもり支援センター
地域支援担当

73
199
214
217
351

児童家庭相談事業

　子どもに関する様々な問題につき、家
庭その他からの相談に応じ、子どもが有
する問題又は子どもの真のニーズ、子ど
もの置かれた環境の状況等を的確に捉
え、個々の子どもや家庭に最も効果的な
援助を行い、もって子どもの福祉を図る
とともに、その権利を擁護する。

　子どもに関する様々な問題につき、家庭その
他からの相談に応じ、区役所内他部署及び児童
相談所等関係機関との連携のもと的確な支援を
実施した（平成２６年度相談受付件数1,870
件）。

3

　子どもに関する様々な問題につき、家庭その
他からの相談に応じ、区役所及び児童相談所等
関係機関との連携のもと的確な支援を実施し
た。（平成２７年度相談受付件数2,773件）

3

子どもに関する様々な問題につき、家庭その他からの相談
に応じ、区役所及び児童相談所等関係機関との連携のもと
的確な支援を実施した。（平成２8年度相談受付件数4,688
件）

3

■成果：区役所及び児童相談所の連携による支援に関して、子ども
の権利が守られるよう対応を行っている。

■「子どもの権利」に関連して：子どもやその家庭からの相談が
あった場合には、適切な相談支援を実施し、子どもの権利を守って
いる。

■課題：増加する相談に対応するため、引き続き区役所と児童相談
所の適切な連携により的確な支援を実施する必要がある。

C こども未来局
区役所

児童家庭支援・虐待対策室
地域みまもり支援センター地域
支援担当

74 統合保育

　障害のある子どもも含めて全ての子ど
もがともに過ごす中で互いに理解しあ
い、支えあう保育園での活動を支援し、
統合保育を充実する。

　職員の加配を行うなど、障害のある子どもも
一緒に過ごすことができる環境を設け、全ての
子どもが互いに理解しあい、支えあう活動を支
援した。
　また、職員に対しては、障害のある子どもと
のかかわり方等についての研修の実施や、園に
発達相談員を派遣し、保育方法のアドバイス等
を行った。

3

　保育職員の加配を行なったり、障害のある子
どもへの適切な対応法を職員が学ぶなどし、障
害のある子どもも一緒に過ごすことができる環
境の確保に努め、全ての子どもが互いに理解し
あい支えあう活動を支援した。
　園に発達相談員を派遣し、障がい児保育に携
わる職員への助言・相談・援助を行った。

3

発達相談支援コーディネーターを中心にケースカンファレ
ンスを実施し、また、障害のある子どもへの適切な対応法
を職員が学ぶなどして、障害のある子どもも一緒に過ごす
ことができる環境の確保に努め、全ての子どもが互いに理
解しあい支えあう保育を実施した。

3

■成果：研修や巡回支援の実施、他機関との連携を図り、インク
ルーシブ保育を充実させた。

■「子どもの権利」に関連して：子どもが安心して生活できるよう
に保護者や関係機関と連携を図りながら、保育を実施した。

■課題：インクルーシブ保育の具体的な方策については、引き続き
学びや検討が必要である。

C こども未来局 運営管理課

75 197
地域療育センターにお
ける相談事業

　０歳から１８歳までの障害及び障害の
疑いのある児童とその家族を対象に、関
係機関と連携をとりながら、相談、診察
等の総合的療育サービスを展開し、子ど
もに沿った援助を総合的に行う。

　障害及び障害の疑いのある児童とその家族を
対象に関係機関との連携により、診察等の総合
的療育サービスを実施した。

3
　子どもに沿った援助を総合的に行い、一層の
サービス向上を図るため、指定管理者への移行
を実施、それに伴う円滑な事業移管を行った。

3

　一層のサービス向上を図るため、指定管理者への移行を
実施した中央療育センター、南部・北部地域療育センター
の適切な運営を継続し、民設の川崎西部地域療育センター
合わせ市内４か所の療育センターで子どもに沿った援助を
総合的に行った。

3

■成果：子どもに沿った支援を総合的に行い、一層のサービス向上
を図るため、指定管理者への移行を行った。

■「子どもの権利」に関連して：１人１人の特性に応じた総合的な
支援が行われた。

■課題：子どもの特性に応じた一層の総合的な療育サービスの提供
を行う。

C 健康福祉局 障害計画課

　身体障害や知的障
害、発達障害をはじ
めとした障害等によ
る差別や不利益を受
けることがないよ
う、障害のある子ど
もや親等に対する相
談事業や社会復帰に
向けた支援等、必要
な支援を行うよう努
めます。

各年度達成度＝１：目標を大きく上回って達成　　２：目標を上回って達成　　３：目標をほぼ達成　　４：目標を下回った　　５：目標を大きく下回った
3年間の自己評価＝Ａ：目標を大きく上回って達成　Ｂ：目標を上回って達成　Ｃ：目標をほぼ達成　Ｄ：目標を下回った　Ｅ：事業が廃止68 69
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76 (５) ⑨ １６条
地域での生活を支援す
るための障害福祉サー
ビス（在宅支援）

　障害者総合支援法等に基づくサービス
提供を通じて、障害を持ったこどもも豊
かな地域生活を送れるように支援する。

　障害者総合支援法に基づく居宅介護や行動援
護、児童発達支援、短期入所、移動支援等の
サービス提供を行い、障害を持った子どもも豊
かな地域生活を送れるよう支援した。

3

　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支
援するための法律に基づく居宅介護、行動援
護、短期入所、児童福祉法に基づく児童発達支
援、放課後等デイサービス等のサービス提供を
行い、障害を持った子どもも豊かな地域生活を
送れるよう支援した。

3

　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため
の法律に基づく居宅介護、行動援護、短期入所、児童福祉
法に基づく児童発達支援、放課後等デイサービス等のサー
ビス提供を行い、障害を持った子どもも豊かな地域生活を
送れるよう支援した。

3

■成果：在宅で生活している障害を持った子どもが豊かな地域生活
を送れるよう支援を行った。

■「子どもの権利」に関連して：障害を持った子どもの状況に応じ
て、ふさわしいサービスを提供した。

■課題：サービスの充実を行う必要がある。

C 健康福祉局 障害計画課

77 100
障害への理解を進める
ための啓発、広報

　「第３次かわさきノーマライゼーショ
ンプラン」「第４次かわさきノーマライ
ゼーションプラン」の推進、周知等によ
り、障害者と障害児への理解を深めるた
めの機会や情報を提供する。障害への理
解を進めるための市民への啓発・普及を
行う。

　「第３次かわさきノーマライゼーションプラ
ン」に基づき、障害者週間における行事や広報
等を中心に市民に呼びかける普及・啓発活動を
行った。また、平成27年３月に策定した「第４
次かわさきノーマライゼーションプラン」にお
いても、障害に対する理解促進と普及啓発を施
策課題として掲げた。

3

　「第4次かわさきノーマライゼーションプラ
ン」に基づき、障害者週間における行事や広報
等を中心に市民に呼びかける普及・啓発活動を
行った。

3

　「第4次かわさきノーマライゼーションプラン」や差別解
消法の施行に基づき、ホームページやリーフレット等を活
用した広報を行ったり、また、12月３日～１２月９日の障
害者週間、１２月４日の障害者週間のつどいにて表彰や記
念講演等を行い、障害者福祉について市民に呼びかける普
及・啓発活動を行った。

3

■成果：障害者差別解消法の施行に伴い、市民の方々に対し、市政
だより、ホームページ、リーフレット等を活用して広報を行った。

■「子どもの権利」に関連して：障害者差別解消法により障害を
持った子どもが差別を受けず、安心して生活できるように活動を
行った。

■課題：今後とも、障害者差別解消法の趣旨である「不当な差別的
取扱いの禁止」及び「合理的配慮の提供」の推進を目指し、啓発活
動に努める必要がある。

C 健康福祉局 障害計画課

78 精神衛生外来診療
 発達障害、自閉症、不登校などの心身症
症状を呈する子どもに対し、カウンセリ
ングを行い症状の緩和をめざす。

　月に３～５回の診察で、平成26年4月から平
成27年3月までの1年間に、延べ約180人の患
者（月平均15人）のカウンセリングを行った。
平成25年度の延べ診察患者数は172人であ
り、対応患者数は最大数に達したと考えられ
る。

3

　月に３～５回の診察で、平成27年4月から平
成28年3月までの１年間に、延べ１７５人の患
者（月平均14～15人）のカウンセリングを
行った。平成25および26年度の延べ診察患者
数は約180人であり、対応患者数は最大数に達
している。

3

　月に３～５回の診察で、平成28年4月から平成29年1月
までの10か月間に、延べ１４９人の患者（月平均14～15
人）のカウンセリングを行った。これは１年間に換算する
と１７８人に相当する。対応患者数は最大数に達したと考
えられる。

3

■成果：月平均１４～１５人のカウンセリングを継続して行えた。

■「子どもの権利」に関連して：本事業により、個別の必要に応じ
て支援を受ける権利が促進された。

■課題：担当者の人材確保が困難である。要すれば他院への入院も
しくは外来受診をお願いしている状況である。

C 病院局 川崎病院（小児科・庶務課）

79 201
発達に課題のある未就
学児への支援事業

　発達に課題のある未就学児への支援と
して、保護者に対する講座等を実施し養
育を支援する。

　「こどもの力を育てるために」を６回実施
し、成長発達に関する学習会や、親子のふれあ
い遊びを実施し、子どもの発達に悩む保護者を
支援した。

3

　「こどもの力を育てるために」を８回実施
し、成長発達に関する学習会や、親子のふれあ
い遊びを実施し、子どもの発達に悩む保護者を
支援した。

3
「こどもの力を育てるために」を８回開催し、成長発達に
関する学習会や、リトミックを実施し、子どもの発達に悩
む保護者を支援した。

3

■成果：子どもの成長発達に関する学習会やリトミックを実施し、
子どもや保護者の孤立防止に努めた。

■「子どもの権利」に関連して：発達に課題のある子どもの保護者
に対して、発達に関する学習会や保護者同士の交流ができるよう支
援した。

■課題：子どもの発達の悩みを持つ保護者に対しての、効果的な広
報が必要である。

C 川崎区役所
地域みまもり支援センター
地域ケア推進担当

80 202
子どもの発達支援事業
（幸区）

　子どもの発達支援を行っている関係機
関や支援団体で構成する、幸区こども総
合支援ネットワーク会議の部会「こども
の発達支援」の中で、各機関支援につい
て情報交換や共有を行うほか、講演会や
情報交換会を実施する。
　また、発達上課題のある子どもへの集
団支援、保護者交流を通して、子どもの
成長を促すとともに、保護者が子どもに
適した子育てを学べるように支援する。

　子どもの発達について支援を行っている関係
機関や子育て支援団体とで構成する、幸区こど
も総合支援ネットワーク会議の部会「こどもの
発達支援」を2回実施し、その中で、各機関の
機構や支援について情報交換や情報共有を行っ
た。また、一般・保護者向け講演会3回、保護
者同士の情報交換会を10回実施した他、発達障
害に関する区内外の相談窓口を一覧にとりまと
めたリーフレットを作成した。

3

　子どもの発達について支援を行っている関係
機関や子育て支援団体とで構成する、幸区こど
も総合支援ネットワーク会議の部会「こどもの
発達支援」を2回実施し、その中で、各機関の
機構や支援について情報交換や情報共有を行っ
た。また、一般・保護者向け講演会3回実施し
た。
　さらに集団支援、保護者交流会を南部地域療
育センターやスクールソーシャルワーカーと連
携し、年間１０回開催した。外部講師による講
演も取り入れ、保護者との意見交換や学習を行
うことで、発達上課題のある子どもの日常生活
を支援することができた。

3
一般・保護者向け学習会を２回実施した他、子どもの支援
機関等区内の相談窓口を一覧にとりまとめたリーフレット
を作成した。

3

■成果：身近な区役所での相談窓口が周知され養育等の相談件数が
増加した。

■「子どもの権利」に関連して：本事業により、子どもの守られる
権利が促進された。

■課題：発達障害に関する学習会について、参加者が少ない。

C 幸区役所
地域みまもり支援センター
地域支援担当

81 203
子どもの発達支援事業
（中原区）

　「子どもの発達支援検討会」を設置
し、発達に課題のある子どもの課題解決
に向けた援助について検討を行う。ま
た、その保護者の子どもへの対応スキル
の向上をめざすと共に、保護者相互の力
を活用できるよう支援をおこなう。

　「子どもの発達支援検討会」を3回開催し、
各機関の支援状況や課題について情報共有し
た。また支援者向けの研修会年1回、保護者や
支援者、関心のある方向けの、発達支援講演会
年1回を開催した。保護者支援事業として２歳
～就園前の親子を対象とした「子育てセミ
ナー」（計9回・講演会含む）、就園児保護者
を対象とした「保護者セミナー」（計９回・講
演会含む）、就学児童の保護者を対象とした
「保護者ミーティング」（計７回）をそれぞれ
開催した。保護者にとって、話を聞いてもらう
場所、わかりあえる仲間と出会える場となっ
た。

3

　「子どもの発達支援検討会」を3回開催し、
各機関の支援状況や課題について情報共有し
た。また支援者向けの研修会年1回、保護者や
支援者、関心のある方向けの、発達支援講演会
年1回を開催した。保護者支援事業として２歳
～就園前の親子を対象とした「子育てセミ
ナー」（計9回・講演会含む）、就園児保護者
を対象とした「保護者セミナー」（計９回・講
演会含む）、就学児童の保護者を対象とした
「保護者ミーティング」（計７回）をそれぞれ
開催した。保護者にとって、話を聞いてもらう
場所、わかりあえる仲間と出会える場となっ
た。

3

　「子どもの発達支援検討会」を2回開催し、各機関の支援
状況や課題について情報共有した。また支援者向けの研修
会を年1回開催した。保護者支援事業として２歳～就園前の
親子を対象とした「子育てセミナー」（計9回・講演会含
む）、就園児保護者を対象とした「保護者セミナー」（計
９回・講演会含む）、就学児童の保護者を対象とした「保
護者ミーティング」（計７回）をそれぞれ開催した。保護
者にとって、話を聞いてもらい助言が得られる場、またわ
かりあえる仲間と出会える場となった。

3

■成果：幼児・児童の発達支援に関わる関係機関が課題を共有する
ことにより、自らの所属における支援スキルの向上や、各機関への
つなぎ方や連携の仕方について学びあう機会となった。

■「子どもの権利」に関連して：保護者支援事業により、発達課題
を持つ幼児・児童の保護者が子ども特性に合った対応を学ぶ機会と
なった。

■課題：発達支援の関係者ネットワークとしての検討会と、保護者
支援のためのセミナーの開催により、課題の共有と検討を続ける必
要がある。

C 中原区役所
地域みまもり支援センター
地域支援担当

82 205
幼児の発達支援事業
（多摩）

　「言葉が遅い」、「多動落ち着きが無
い」、「こだわりが強い」など精神及び
社会性の発達に関する不安や、育てにく
さを感じている幼児と保護者に対し、子
どもの発達を促す支援と保護者の育児不
安や負担を軽減を図るように支援する。

　1歳半と３歳児健診後のフォローグループ
（年１２回実施）と３歳児健診後に幼児相談
（年３６回）を実施した。集団支援と個別支援
を行ない、子どもへの発達支援と保護者の育児
負担の軽減を行なった。

3

  1歳半と３歳児健診後のフォローグループ（各
グループ年１２回実施）と３歳児健診後に幼児
相談（年３６回）を実施した。集団支援と個別
支援を行ない、子どもへの発達支援と保護者の
育児負担の軽減を行なった。

3

　1歳半と３歳児健診後のフォローグループ（各グループ年
１２回実施）と３歳児健診後に幼児相談（年３６回）を実
施した。フォローグループは市の乳幼児健診再構築に合わ
せて対象年齢等の見直しを行い、参加者の増加を促すこと
で、より多くの親子に対して子どもの権利を保障すること
ができた。集団支援と個別支援を行い、子どもへの発達支
援と保護者の育児負担の軽減を行った。

3

■成果：集団支援と個別支援を行い、子どもへの発達支援と保護者
の育児負担の軽減を行うことで、子どもの権利を保障することがで
きた。

■「子どもの権利」に関連して：子どもの特性に合わせた支援を行
うことで、個性が尊重され、健やかな成長を保障される権利が促進
された。

■課題：子どもの権利尊重のため、今後も子どもの発達と保護者の
育児を支える支援体制を検討し、継続していく。

C 多摩区役所
地域みまもり支援センター
地域支援担当

83 心の健康相談支援事業

　心の健康に起因する問題について、精
神科医等による電話・面接相談を実施す
るほか、精神科医等を派遣しての学校で
面接相談を実施する。また、相談事例に
基づいた研修会を行い、心の健康問題へ
の啓発活動を実施する。

　学校から、心の健康に起因する問題を抱えた
児童生徒の理解や対応についての相談を受け
て、精神科医が学校での指導方法等の助言を行
うことで改善を図ることができた。また、事例
検討会やシンポジウムの開催により学校長・教
職員等への心の健康問題の理解についての啓発
活動を行った。医療機関との連携については、
川崎市医師会精神科医会等と体制の構築を図る
ことができた。

3

　学校から、心の健康に起因する問題を抱えた
児童生徒の理解や対応についての相談を受け
て、精神科医が学校での指導方法等の助言を行
うことで改善を図ることができた。また、事例
検討会やシンポジウムの開催により学校長・教
職員等への心の健康問題の理解についての啓発
活動を行った。

3

　学校から、心の健康に起因する問題を抱えた児童生徒の
理解や対応についての相談を受けて、精神科医が学校での
指導方法等の助言を行うことで改善を図ることができた。
また、事例検討会やシンポジウムの開催により学校長・教
職員等への心の健康問題の理解についての啓発活動を行っ
た。

3

■成果：心の健康に起因する問題を抱えた児童生徒の理解や対応に
ついて、精神科医が学校での指導方法等の助言を行うことで改善を
図ることができた。また、心の健康問題の理解についての啓発が図
られた。

■「子どもの権利」に関連して：心の健康に起因する問題を抱えた
児童生徒等に対する相談事業を通じて、健やかな成長が促進され
た。

■課題：他事業との連携について検討を行う必要がある。

C 教育委員会事務局 健康教育課

84
特別支援学級や特別支
援学校との相互交流

　一人ひとりの教育的ニーズに応じて、
特別支援学級在籍児童生徒が通常の学級
と交流、特別支援学校と地域の学校間交
流、あるいは特別支援学校に在籍してい
る児童生徒の居住地の学校との交流を推
進する。

　一人ひとりの教育的ニーズに応じて、特別支
援学級在籍児童生徒が通常の学級と交流、一部
の学校において、特別支援学校と地域の学校間
交流、あるいは特別支援学校に在籍している児
童生徒の居住地の学校との交流を推進しまし
た。

3

　一人ひとりの教育的ニーズに応じて、市立
小・中学校の特別支援学級に在籍する児童生徒
が、校内の通常の学級と行う日常的な交流や、
年間を通して市立特別支援学校と行事等で交流
する「学校間交流」、また、市立特別支援学校
に在籍する小学部児童２２名、中学部生徒１８
名が居住する地域の学校と、行事や体験活動等
で交流する「居住地交流」を実施した。

3

　すべての市立小中学校において、一人ひとりの教育的
ニーズに応じて特別支援学級に在籍する児童生徒と校内の
通常の学級との日常的な交流を、学校の実態に応じて実施
した。また年間を通して市立特別支援学校と行事等で交流
する「学校間交流」を推進しており、県立特別支援学校と
市立小学校間での実践が進んだ。市立特別支援学校に在籍
する小学部児童や中学部生徒が、居住する地域の学校と行
事や体験活動等で交流する「居住地交流」を実施した。

3

■成果：交流及び共同学習に関する授業公開を行ない、障害のある
子どもと障害のない子どもが同じ場で学ぶことで、互いの気持ちを
考え合うなど、学び合う姿が見られた。

■「子どもの権利」に関連して：互いの違いを認め合い、尊重する
という姿勢が見られてきた。

■課題：この成果を多くの学校に公開するとともに、共に学び合う
機会の創出が課題となる。

C 教育委員会事務局 指導課

85
特別支援教育体制充実
事業

　川崎市立の小･中学校及び高等学校の通
常の学級に在籍するＬＤ、ＡＤＨＤ、高
機能自閉症等の児童生徒に対する理解を
促進し、学校としての特別支援教育体制
の充実を図る。

　本年度新しく特別支援教育（児童支援）コー
ディネーターに指名された教員に対し、「児童
生徒に対する理解と支援」について7回延べ
347人の研修を実施した。また校内の体制を整
えるために全校のコーディネーターを対象に連
絡協議会を開催し、体制整備の状況を確認する
とともに優れた実践を共有した。

3

　27年度は新たに特別支援教育コーディネー
ターに指名された教員を対象として、計7回、
述べ440人に対して基礎研修を実施した。ま
た、専門研修として、計4回、述べ101人に対
して研修を実施した。連絡協議会を年4回実施
し、必要な情報交換や実践事例の共有に努め
た。外部の専門家を招へいし、校内支援体制を
後押しする専門家活用も年3回実施し、学校に
対し助言を行うことができた。

3

　28年度は新たに特別支援教育コーディネーターに指名さ
れた教員を対象として、計7回、述べ基礎研修を実施した。
参加者は６０名で最終的に５８名に受講証明書を渡すこと
ができた。
　また、専門研修として、計4回、述べ141人に対して研
修を実施した。連絡会議を年4回実施し、必要な情報交換や
実践事例の共有に努めた。外部の専門家を招へいし、校内
支援体制を後押しする専門家活用も年２回実施し、学校に
対し助言を行うことができた。

3

■成果：特別支援教育体制の充実を目的とする各事業の取組を進め
ることで、学校において支援を必要とする児童生徒の把握や、個別
の支援体制は一定程度の充実が見られた。発達障害等に対する理解
も進み、「合理的配慮」についても周知が進んだ。

■[こどもの権利]に関連して：個別の指導計画の作成など、支援を
必要とする児童生徒に対して、学校としての支援の充実が見られ
る。

■課題：必要な時に必要な支援（合理的配慮の提供）が、さらにス
ムーズに提供されていく体制づくりが今後の課題となる。

C 教育委員会事務局
総合教育センター
特別支援教育センター

86
冊子「ふれあい かわ
さきの福祉」発行

　川崎市内に居住する障害者（児）や家
族が利用できる障害福祉サービスについ
て、その概要や窓口を案内する。

　市民への障害福祉サービスの情報提供のた
め、各区保健福祉センター等で配布する冊子１
４０００冊を作成した。また、視覚障害者等へ
配慮するため、掲載内容をホームページ上で公
開し、点字版等を作成した。

3

　市民への障害福祉サービス等の情報提供のた
め、各区保健福祉センター等で配布する冊子１
４０００冊を作成した。また、視覚障害者等へ
配慮するため、掲載内容をホームページ上で公
開し、点字版等を作成した。

3

　市民への障害福祉サービス等の情報提供のため、各区保
健福祉センター等で配布する冊子１４０００冊を作成し
た。また、視覚障害者等へ配慮するため、掲載内容をホー
ムページ上で公開し、点字版等を作成した。

3

■成果：冊子を作成し、市民への障害福祉サービス等の情報提供を
行った。

■「子どもの権利」に関連して：障害を持った子どものそれぞれの
状況に応じた必要な障害福祉サービスの情報提供を行った。

■課題：今後とも、状況に応じた障害福祉サービス等の情報を市民
に提供することが必要である。

C 健康福祉局 障害計画課

　身体障害や知的障
害、発達障害をはじ
めとした障害等によ
る差別や不利益を受
けることがないよ
う、障害のある子ど
もや親等に対する相
談事業や社会復帰に
向けた支援等、必要
な支援を行うよう努
めます。

各年度達成度＝１：目標を大きく上回って達成　　２：目標を上回って達成　　３：目標をほぼ達成　　４：目標を下回った　　５：目標を大きく下回った
3年間の自己評価＝Ａ：目標を大きく上回って達成　Ｂ：目標を上回って達成　Ｃ：目標をほぼ達成　Ｄ：目標を下回った　Ｅ：事業が廃止
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価
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所管局
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所管課

〔第４次川崎市子どもの権利に関する行動計画〕

平成２８年度実施状況　及び　３年間の自己評価

施策の方向Ⅱ　個別の支援（第２章）

具体的な取組

施策の方向Ⅱ　55～104

87 (５) ⑩

　児童養護施設等に
入所する子どもへの
子どもの権利ノート
の配布等による情報
提供や、不登校の子
どもへの適応指導教
室等、必要な支援を
行うよう努めます。

１６条 285

子ども夢パーク事業
（不登校児童生徒居場
所事業）

　学校や家庭・地域の中に居場所を見出
せない子どもとその保護者とともに、一
人ひとりが安心して過ごせる居場所をつ
くり、多様な学びや育ちを支援する。

　フリースペースえんにおいて、居場所を見出
せない子どもに安心して過ごせる居場所を提供
し、保護者とともに子どもたちの多様な学びや
育ちを支援した。

3

　フリースペースえんにおいて、居場所を見出
せない子どもに安心して過ごせる居場所を提供
し、保護者とともに子どもたちの多様な学びや
育ちを支援した。

3
　フリースペースえんにおいて、居場所を見出せない子ど
もに安心して過ごせる居場所を提供し、保護者とともに子
どもの多様な学びや育ちを支援した。

3

■成果：学校や地域等に居場所を見出せない子どもに、安心して過
ごせる居場所を提供することにより、子どもの権利を守り、自立に
つなげた。

■「子どもの権利」に関連して：不登校の子どもに居場所の提供、
必要な支援を行い、子どもの権利を守った。

■課題：引き続き、不登校の子どもに居場所の提供と必要な支援を
行うとともに、学校等と連携していく必要がある。

C こども未来局 青少年支援室

88 246
子どもの権利ノート活
用

　児童養護施設等の児童福祉施設入所措
置児童に「子どもの権利ノート」を配布
し、入所児童に対し相談しやすい環境を
整備する。５県市協調事業である。

　児童養護施設等の児童福祉施設入所措置児童
に「子どもの権利ノート」を配布するととも
に、守られる権利について説明を行った。

3
　児童養護施設等の児童福祉施設入所措置児童
に「子どもの権利ノート」を配布するととも
に、守られる権利について説明を行った。

3
　児童養護施設等の児童福祉施設入所措置児童に「子ども
の権利ノート」を配布するとともに、守られる権利につい
て説明を行った。

3

■成果：施設入所措置時に「子どもの権利ノート」を配布するとと
もに、守られる権利について説明を行った。

■「子どもの権利」に関連して：「子どもの権利ノート」を配布す
ることにより、子どもが施設において安心して生活ができるように
なっている。

■課題：入所児童に対し相談しやすい環境を整備するため、引き続
き子どもへの説明及び権利ノートの配布を行う必要がある。

C こども未来局 児童家庭支援・虐待対策室

89
里親家庭用｢子どもの
権利ノート」

　５県市（神奈川県・横浜市・川崎市・
相模原市・横須賀市）合同で、里親家庭
で養育される児童向けに「子どもの権利
ノート」を作成・配布し、委託児童の権
利擁護を図る。

　里親委託児童に「子どもの権利ノート」を配
布するとともに、守られる権利について説明を
行った。

3
　里親委託児童に「子どもの権利ノート」を配
布するとともに、守られる権利について説明を
行った。

3
里親委託児童に「子どもの権利ノート」を配布するととも
に、守られる権利について説明を行った。 3

■成果：里親委託児童に「子どもの権利ノート」を配布するととも
に、守られる権利について説明を行った。

■「子どもの権利」に関連して：「子どもの権利ノート」を配布す
ることにより、子どもが里親家庭において安心して生活ができるよ
うになっている。

■課題：委託児童に対し相談しやすい環境を整備するため、引き続
き子どもへの説明及び権利ノートの配布を行う必要がある。

C こども未来局 児童家庭支援・虐待対策室

90
ＤＶ被害者の子どもへ
の支援

　子どもの目の前で行われるＤＶは児童
虐待であり、ＤＶが行われている家庭の
子どもも被害者であると捉え、特別な支
援が必要な場合には、児童相談所等関係
機関と連携を図り的確に対応する。

　特別な支援が必要な場合については、児童相
談所等と連携を図り対応した。 3

　ＤＶ被害者の子どもに関しても、児童虐待と
しての把握が必要な場合については、児童虐待
としての対応を行い、身体的な虐待が行われて
いる場合などリスクが高いケースについては、
児童相談所等と連携を図り対応した。

3

ＤＶ被害者の子どもに関しても、児童虐待としての把握が
必要な場合については、児童虐待としての対応を行い、身
体的な虐待が行われている場合などリスクが高いケースに
ついては、児童相談所等と連携を図り対応した。

3

■成果：ＤＶ被害者の子どもに関しても、子どもの面前におけるＤ
Ｖは児童虐待であることから、児童相談所等関係機関の連携による
対応を行った。
■「子どもの権利」に関連して：児度虐待は子どもの権利を侵害す
るものであるとの認識の下、子どもに対する支援を実施した。
■課題：引き続き、支援をが必要な場合については児童相談所等の
関係機関と連携を図り、適切に支援を実施していく。

C こども未来局 児童家庭支援・虐待対策室

91
施設での啓発活動、情
報提供等

　施設内における子どもの権利を保障す
るため、子どもの声を拾い上げる仕組み
の整備や、職員の資質向上を図る研修な
どを実施していく。

　各施設において、第三者委員を選定し施設内
に連絡先を掲示するなど、こどもの声を拾い上
げる仕組みを各施設において実施した。

3

 　各施設において、第三者委員を選定し施設内
に連絡先を掲示するなど、こどもの声を拾い上
げる仕組みの整備や職員の資質向上を図る研修
を各施設において実施した。

3
各施設において、第三者委員を選定し施設内に連絡先を掲
示するなど、こどもの声を拾い上げる仕組みを各施設にお
いて実施した。

3

■成果：各施設において、職員の資質向上を図る研修の実施や、第
三者委員を選定し施設内に連絡先を掲示するなど、子どもの権利を
守るための取り組みを実施した。

■「子どもの権利」に関連して：児童福祉法の改正により児童の福
祉を保障するための原理が明確化され、児童が権利の主体であるこ
と、児童の意見が尊重されること、最善の利益を優先されること等
が定められており、法改正の趣旨を踏まえて取組を推進する必要が
ある。

■課題：施設においては小規模グループケアの導入が進み、段階的
に職員体制の充実が図られているところであるが、経験年数の浅い
職員が多くなっていることや、大舎制と比較してユニットの様子が
他のユニットや管理職から見えづらくなるなど新たな課題が生じる
可能性があるため、引き続き権利擁護に向けた取り組みを推進する
必要がある。

C こども未来局 こども保健福祉課

92
児童相談所一時保護所
における学習指導

　一時保護所においての児童の学習権の
確保を目的として、教員免許を持った学
習専門指導員（非常勤嘱託員）を配置し
学習室等において児童へ学習指導を行
う。

　一時保護所入所児童へ学習専門指導員による
学習指導を実施し、入所児童の支援に努めた。 3

　一時保護所入所児童へ学習専門指導員による
学習指導を実施し、入所児童の支援に努めた。 3

一時保護所入所児童へ学習専門指導員による学習指導を実
施し、入所児童の支援に努めた。 3

■成果：一時保護所入所児童への学習専門指導員による学習支援を
実施し、入所児童の支援の充実につとめた。

■「子どもの権利」に関連して：一時保護中は原則通学できないこ
とから、一時保護期間中における学習機会の確保に努めた。

■課題：引き続き、一時保護所入所児童の学習等の権利を保障する
ため、専門指導員による学習指導を実施する。

C こども未来局 児童家庭支援・虐待対策室

93
施設等で生活している
子どもへの情報提供等

　施設入所等を行う子どもに対して、相
談体制等の情報提供を行うために、子ど
もの権利ノートを配布し、子どもの権利
についての周知を図る。

　施設入所中児童への相談支援のほか、施設等
入所時に子どもの権利ノートを配布し、子ども
の権利についての情報提供を図った。

3
　施設入所中児童への相談支援のほか、施設等
入所時に子どもの権利ノートを配布し、子ども
の権利についての情報提供を図った。

3
施設入所中児童への相談支援のほか、施設等入所時に子ど
もの権利ノートを配布し、子どもの権利についての情報提
供を図った。

3

■成果：施設入所時に児童相談所が相談に対応することや「子ども
の権利ノート」の配布により権利が守られることについて説明を
行った。

■「子どもの権利」に関連して：子ども権利ノートのみならず、入
所中の子どもの権利を守ることとして、いつでも相談できることを
伝えることができた。

■課題：引き続き、施設入所中児童への相談支援及び子どもの権利
ノート配布を実施し、子どもの権利についての情報提供を図る。

C こども未来局 児童家庭支援・虐待対策室

94 289

思春期問題対策事業
（こどもサポート旭
町）

　不登校、ひきこもりなどの子どもとそ
の保護者が安心して利用することができ
るフリースペース「こどもサポート旭
町」を開催し、学校や社会生活への参加
を支援する。

　フリースペースこどもサポート旭町を週３日
開所した他、検討会議を年６回、不登校児等の
保護者会を年３回、運営委託団体との定例打合
せ会を年5回開催し、一人ひとりに適した対応
をしながら、学校や社会参加に向けた支援を
行った。

3

　フリースペースこどもサポート旭町を週4日
開所した他、検討会議を年5回、不登校児等の
保護者会を年4回、運営委託団体との定例打合
せ会を年5回開催し、一人ひとりに適した対応
をしながら、学校や社会参加に向けた支援を
行った。

3

フリースペースこどもサポート旭町を週４回開所した他、
検討会議を４回、不登校児等保護者の会を４回、運営委託
団体との定例打ち合わせ会を年５回開催し、一人ひとりに
適した対応をしながら、学校や社会参加に向けた支援を
行った。

3

■成果：週４日に開所を増やした他、定例打合せ会、保護者の会、
検討会議を実施し、学校や社会参加に向けた支援を行った。

■「子どもの権利」に関連して：一人ひとりに適した対応を行った
他、保護者の支援を行った。

■課題：様々な背景を抱えている子どもの支援体制について充実さ
せる必要がある。

C 川崎区役所
地域みまもり支援センター
地域ケア推進担当

95 290

子ども包括支援事業
（こどもサポート南野
川）

　不登校など課題を持ち支援が必要な１
８歳までの子どもを対象に教育委員会を
はじめ、関係機関と連携し、居場所づく
り、生活、学習支援を実施し、課題の改
善を図る。

　不登校やひきこもりなどの問題を抱える子ど
もたちへのしっかりとした支援を行うために、
スタッフの人数を引き続き３名体制とするとと
もに、分野別専門家による支援スタッフへの研
修を実施した。

3

　不登校やひきこもりなどの問題を抱える子ど
もたちへのしっかりとした支援を行うために、
スタッフの人数を引き続き３名体制とするとと
もに、分野別専門家による支援スタッフへの研
修を実施した。

3

　不登校やひきこもりなどの問題を抱える子どもたちへの
しっかりとした支援を行うために、スタッフの人数を引き
続き３名体制とすることで、地域の子どもの居場所として
の環境を確保するとともに、専門家による支援スタッフへ
の研修により、人材育成を行った。また、地域の子育て支
援の拠点として、関係機関への周知をはかるために見学会
を実施。子どもに対する支援を地域で行う体制づくりを推
し進めた。

3

■成果：利用者数は年間のべ1,000人を超え、不登校やひきこもり
などの課題を持つ子どもの居場所として十分機能することができ
た。

■「子どもの権利」に関連して：子どもの居場所として、ありのま
まの自分でいる権利が促進された。

■課題：立地的な問題から利用者に偏りがあり、より幅広く利用し
ていただくために、区内における認知度向上をさらに進めていく必
要がある。

C 宮前区役所
地域みまもり支援センター
地域ケア推進担当

96 293 不登校対策連携協議会

　不登校対策に関わる施設や関係機関と
の連絡協議会を開催し、情報交換等を行
い連携を深め、不登校の未然防止、早期
解決に向け取り組む。また不登校相談会
の実施や、進路情報説明会を実施し、不
登校の子どもにも進路などの必要な情報
が得られるよう支援を行う。

　平成26年度は協議会を２回開催し、不登校に
関する情報交換や課題の共有化を図るなど、学
校や関係諸機関との連携を図った。また、相談
会・進路情報説明会では、175人の来場者が
あった。

3

　年２回の協議会の開催を通して、不登校にか
かわる各関係機関・施設との情報交換や課題の
共有化、並びに学校や関係諸機関との連携が図
られた。また、相談会・進路情報説明会では、
２１３人の来場者があった。

3

　協議会を年2回開催して、不登校にかかわる各関係機関・
施設との情報交換や具体的な事例を通して、各機関・施設
で行えることや連携して取り組めることなどについて意見
交換をした。また、相談会・進路情報説明会では、235人
の来場者があった。

3

■成果：各関係機関の不登校支援について、共通理解することがで
きた。

■「子どもの権利」に関連して：子どもの置かれている様々な状況
を理解し、支援につながる情報を共有することができた。

■課題：児童生徒・保護者のニーズにあった相談や情報の提供を継
続して行う必要がある。

C 教育委員会事務局
総合教育センター
教育相談センター

97
適応指導教室（ゆうゆ
う広場）

　適応指導教室（ゆうゆう広場）におい
て、通級する子どもたちの状態に応じた
活動を展開するために、担当者による情
報交換と研修を行うなど、不登校の子ど
もが安心していられる居場所づくりに努
める。

　市内６箇所の適応指導教室を運営し、小集団
での体験活動・学習活動を通して自主性の育成
や、自尊感情を高め、学校や社会への復帰につ
ながるような支援を行った。また、教育相談員
の連絡会議や研修を実施し、情報の共有と相談
技能の向上を図った。平成26年度は199名が
通級登録した。

3

　市内６箇所の適応指導教室を運営し、小集団
での体験活動・学習活動を通して自主性の育成
や、自尊感情を高め、学校や社会への復帰につ
ながるような支援を行った。また、教育相談員
の連絡会議や研修を実施し、情報の共有と相談
技能の向上を図った。平成２７年度は１９１名
が通級登録した。

3

　市内６箇所の適応指導教室を運営し、小集団での体験活
動・学習活動を通して自主性の育成や、自尊感情を高め、
学校や社会への復帰につながるような支援を行った。ま
た、教育相談員の連絡会議や研修を実施し、情報の共有と
相談技能の向上を図った。平成２８年度は231名が通級登
録した。

3

■成果：年度途中や年度末年度始に学校に復帰したり、中学校卒業
時に進学したりするなど、子どもの社会的自立を支援することがで
きた。

■「子どもの権利」に関連して：子どもが安全に安心して過ごせる
居場所となっている。

■課題：適応指導教室の活動を周知し、通級する子どもたちが安心
して過ごし、自己肯定感を高める活動を継続する必要がある。

C 教育委員会事務局
総合教育センター
教育相談センター

各年度達成度＝１：目標を大きく上回って達成　　２：目標を上回って達成　　３：目標をほぼ達成　　４：目標を下回った　　５：目標を大きく下回った
3年間の自己評価＝Ａ：目標を大きく上回って達成　Ｂ：目標を上回って達成　Ｃ：目標をほぼ達成　Ｄ：目標を下回った　Ｅ：事業が廃止
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推進
施策

条例の
条数

再掲 事業 事業概要 平成２６年度実施状況
平成26年度
の達成度

平成２7年度実施状況
平成27年度の
達成度 平成２8年度実施状況

平成2８年度
の達成度 3年間の成果と課題

３年間の自己評
価

平成２８年度の
所管局

平成２８年度の
所管課

〔第４次川崎市子どもの権利に関する行動計画〕

平成２８年度実施状況　及び　３年間の自己評価

施策の方向Ⅱ　個別の支援（第２章）

具体的な取組

施策の方向Ⅱ　55～104

98 (５) ⑩

　児童養護施設等に
入所する子どもへの
子どもの権利ノート
の配布等による情報
提供や、不登校の子
どもへの適応指導教
室等、必要な支援を
行うよう努めます。

１６条
教育相談員・メンタル
フレンド

　川崎市適応指導教室(ゆうゆう広場）で
は、教育相談員以外にボランティアとし
て、主に心理学を学ぶ大学生や、大学院
生をメンタルフレンドに採用し、通級す
る子どもたちの相談、活動相手になって
もらっている。

　平成26年度は25名のメンタルフレンドが６
箇所の適応指導教室で活動し、通級する子ども
達の安定した活動に対して大きく貢献した。

3
　平成26年度は2４名のメンタルフレンドが６
箇所の適応指導教室で活動し、通級する子ども
達の安定した活動に対して大きく貢献した。

3
　平成28年度は12名のメンタルフレンドが、６箇所の適
応指導教室で通級する子ども達に寄り添った活動を行い、
安心した居場所づくりに大きく貢献した。

3

■成果：適応指導教室の安定した活動に貢献した。

■「子どもの権利」に関連して：通級する子どもたちが安心して過
ごせるように、寄り添いながら見守ることができた。

■課題：メンタルフレンドの人数を確保する必要がある。

C 教育委員会事務局
総合教育センター
教育相談センター

99 (６) ⑪

　外国籍や障害など
様々な状況に置かれ
ている子どもがそれ
ぞれ尊重されるよう
市民に対する啓発を
行います。また、い
じめや不登校の未然
防止のための「かわ
さき共生＊共育プロ
グラム」などによ
る、学校での教育を
推進します。

多文化共生についての
理解を進めるための啓
発、広報

　「川崎市多文化共生社会推進指針」の
周知及び指針に基づく施策の推進によ
り、外国籍及び日本国籍でも外国文化を
背景に持つ子どもやその家族が地域社会
を構成するかけがえのない一員であるこ
とについての理解を進めるための啓発を
行う。

  広く市民を対象にした人権関係講演会や、イ
ベント等において指針の概要版パンフレットを
配布したり、指針を紹介するパネル展示を行っ
た。

3

　市民が多く集まるインターナショナルフェス
ティバルやかわさき市民祭りにおいて、指針を
紹介するパネル展示を行うとともに、子ども向
けに多文化共生について理解を深めるための催
しを実施した。

3

　市民が多く集まるインターナショナルフェスティバルや
かわさき市民祭りにおいて、指針を紹介するパネル展示を
行うとともに、子ども向けに多文化共生について理解を深
めるための催しを実施した。

3

■成果：外国籍及び日本国籍でも外国文化を背景に持つ子どもやそ
の家族が地域社会を構成するかけがえのない一員であることについ
ての理解を進めるため、「川崎市多文化共生社会推進指針」の周知
及び指針に基づく施策を推進した。

■「子どもの権利」に関連して：
インターナショナルフェスティバルやかわさき市民祭りにおいて、
子ども向けに多文化共生について理解を深めるための催しを実施し
た。

■課題：
　引き続き、イベント等市民が多く集まる機会を利用して指針の紹
介を行う。

C 市民文化局 人権・男女共同参画室

100 77
障害への理解を進める
ための啓発、広報

　「第３次かわさきノーマライゼーショ
ンプラン」「第４次かわさきノーマライ
ゼーションプラン」の推進、周知等によ
り、障害者と障害児への理解を深めるた
めの機会や情報を提供する。障害への理
解を進めるための市民への啓発・普及を
行う。

「第３次かわさきノーマライゼーションプラ
ン」に基づき、障害者週間における行事や広報
等を中心に市民に呼びかける普及・啓発活動を
行った。また、平成２７年３月に策定した「第
４次かわさきノーマライゼーションプラン」に
おいても、障害に対する理解促進と普及啓発を
施策課題として掲げた。

3

　「第4次かわさきノーマライゼーションプラ
ン」に基づき、障害者週間における行事や広報
等を中心に市民に呼びかける普及・啓発活動を
行った。

3

　「第4次かわさきノーマライゼーションプラン」や差別解
消法の施行に基づき、ホームページやリーフレット等を活
用した広報を行ったり、また、12月３日～１２月９日の障
害者週間、１２月４日の障害者週間のつどいにて表彰や記
念講演等を行い、障害者福祉について市民に呼びかける普
及・啓発活動を行った。

3

■成果：障害者差別解消法の施行に伴い、市民の方々に対し、市政
だより、ホームページ、リーフレット等を活用して広報を行った。

■「子どもの権利」に関連して：障害者差別解消法により障害を
持った子どもが差別を受けず、安心して生活できるように活動を
行った。

■課題：今後とも、障害者差別解消法の趣旨である「不当な差別的
取扱いの禁止」及び「合理的配慮の提供」の推進を目指し、啓発活
動に努める必要がある。

C 健康福祉局 障害計画課

101
多文化共生教育「民族
文化講師ふれあい事
業」

　異なる文化をもつ地域の外国人市民等
を「民族文化講師」として派遣すること
により、日本人児童生徒と外国人児童生
徒の双方に、互いの文化を尊重しあい、
共生する大切さを意識してもらう。

　計画通り「民族文化講師」を市立小・中・高
等学校、特別支援学校に派遣した。また、内容
の充実をめざし、年度末に、民族文化講師と市
立学校の教員を集め、事業実践校の発表及び情
報交換を含む交流会を開催した。

3

　計画通り「民族文化講師」を市立小・中・高
等学校、特別支援学校に派遣した。また、内容
の充実をめざし、年度末に、民族文化講師と市
立学校の教員を集め、事業実践校の発表及び情
報交換を含む交流会を開催した。情報交換を校
種別に行う等工夫し子どもたちの発達段階に合
わせた事例の情報交換が行われるように工夫し
た。

3

　計画通り「民族文化講師」を市立小・中学校に派遣し
た。また、内容の充実をめざし、年度末に、全ての校種の
市立学校の教員を対象とした、事業実践校の発表及び情報
交換を含む交流会を開催した。情報交換を地域別に行う等
工夫し、地域の特色や子どもたちの発達段階に合わせた事
例の情報交換が行われるように工夫した。

3

■成果：「民族文化講師」を市立小・中学校に派遣したことによ
り、体験を通して多文化共生の必要性の理解を深めることができ
た。

■「子どもの権利」に関連して：子どもたちの大切な７つの権利
を、体験活動を通して学べるようにした。

■課題：多文化共生をめざす教育の一環として、事業内容の充実に
向けて、今後も継続して取り組んでいく必要がある。

C 教育委員会事務局 人権・共生教育担当
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253

かわさき共生＊共育プ
ログラム

　市内公立学校でいじめ・不登校の未然
防止プログラム「かわさき共生＊共育プ
ログラム」を実施し、自分の権利や他者
の尊重について理解し、円滑な人間関係
を築く方法、ルールなど、集団形成のた
めのスキルを学び、集団づくりを促進す
る。

　４月、８月、３月に教育会館において、各学
校の担当者向けに研修を行った。また、学校か
らの要請により、２９校へ校内研修の講師とし
て、指導主事を派遣した。

3

４月、８月に教育会館において、各学校の担当
者に向けて研修を行った。学校からの要請によ
り、39校へ校内研修の講師として指導主事を派
遣し、啓発の継続に努めた。

3

　４月、８月に教育会館において、各学校の担当者に向け
て研修を行った。学校からの要請により、25校へ校内研修
の講師として指導主事を派遣し、啓発の継続に努めた。
　児童生徒の社会性の向上をさらに促進するため、年間４
回の冊子作成委員会を開催し、仲間づくりを目的としたエ
クササイズの開発と見直しに取り組んだ。

3

■成果：担当者に向けた研修や学校要請訪問研修等を通じて、各学
校における、かわさき共生＊共育プログラムの啓発と定着を図るこ
とができた。

■「子どもの権利」に関連して：かわさき共生＊共育プログラムに
は、「個性の違いを認められる」ことや「自分を表現し、その意見
を尊重され、仲間と集うことができる」等子どもの権利につながる
エクササイズが含まれており、児童生徒はこれらの大切さを体験的
に学ぶことができた。

■課題：児童生徒の社会性の向上をさらに促進するため、より児童
生徒の実態に合ったエクササイズの開発やその周知、また学校の特
色に合わせた研修が必要であると考える。

C 教育委員会事務局 教育改革推進担当
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110 平和・人権学習

　教育文化会館・市民館において、共に
生きる地域社会の創造をめざして、平和
や人権の尊重、子どもの権利に関する学
習事業を実施する。

　戦争、障害、食の安全、子どもの権利などの
テーマで、教育文化会館・市民館において、平
和・人権に関する講座を13講座開催した。

3
　戦争、障害、食の安全、子どもの権利などの
テーマで、教育文化会館・市民館において、平
和・人権に関する講座を１３講座開催した。

3
　戦争、障害、食の安全、子どもの貧困、子どもの権利な
どのテーマで、教育文化会館・市民館において、平和・人
権に関する講座を１１講座開催した。

3

■成果：子どもを含めた人権の尊重に関する学習を行い、共に生き
る地域社会の創造に務めた。

■「子どもの権利」に関連して：子どもの権利条例の存在を知って
もらい、子どもの人権について考えるような学習プログラムを設け
た。

■課題：引き続き、平和や人権等に関する様々なテーマを取り上げ
ていく必要がある。

C 教育委員会事務局 生涯学習推進課
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民族学校に通う子ども
との交流の促進

　県内朝鮮学校と川崎市立学校の児童生
徒の造形作品による美術交流展を実施
し、広く市民に公開して、両国の児童生
徒の親善・交流を深めるとともに、造形
教育活動の振興を図る。

　全国在日朝鮮学生美術展及び神奈川県下6校
の在日朝鮮人学生の作品展に、川崎市立小・
中・高・聾・特別支援学校の児童生徒の造形作
品を出品展示し、広く市民に公開して、児童生
徒の親善・交流を深めるとともに、造形教育活
動の振興を図ることができた。最終日には授業
実践事例をもとに研修会を開催した。

3

　在日朝鮮学生美術展（３歳児から高校生まで
の作品）及び神奈川県下朝鮮学校５校と西東京
朝鮮第二初級学校の朝鮮学校の児童生徒の作品
と、川崎市立小・中・高等学校・特別支援学校
の児童生徒の作品を出品展示し、広く市民に公
開して、両国の児童生徒の親善や交流を深め
た。展覧会最終日には研修会を設け、両国の造
形教育についての意見交換を行った。

3

　在日朝鮮学生美術展（３歳児から高校生までの作品）及
び神奈川県下朝鮮学校５校と西東京朝鮮第二初級学校の朝
鮮学校の児童生徒の作品と、川崎市立小・中・高等学校・
特別支援学校の児童生徒の作品を出品展示し、広く市民に
公開している。会期初日には近隣小学校児童がセレモニー
に参加し、両国の児童生徒の親善や交流を深めた。展覧会
最終日には研修会を設け、両国の造形教育についての意見
交換を行った。

3

■成果：本展覧会が継続的に行われることによって、両国間の児童
生徒の作品を通した文化交流が定着してきた。

■「子どもの権利」に関連して：図工美術の文化交流を通して、自
由に自分を表現することの大切さを広報することができている。

■課題：より本展覧会を市民に広報するために、ポスターやチラシ
などを使った広報活動が必要である。

C 教育委員会事務局
総合教育センター
カリキュラムセンター
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